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おわりに

は　じ　め　に

　経済危機が進み，失業問題とＭＥ機器導入にもとづく資本主義的合理化が深刻化する

なかで，ドイソ 労働総同盟（Ｄｅｕｔｓ・ｈｅ　Ｇ
ｅｗ・・ｋｓ・ｈａｆｔｓｂｕｎｄ，ＤＧＢ）は，１９８１年３月デ

ュヅ

セノレドルフ臨時大会において，６３年基本鋼領（Ｇ・ｍｄ・・ｔ・ｐｒ・ｇｒａｍｍ　ｄｅｓ　ＤＧＢ，１９６３以下，

６３年綱領と略す）に変わる新しい基本綱領（Ｇｒｕｎｄｓａｔｚｐｒｏｇｒａｍｍ　ｄｅｓ　ＤＧＢ・１９８１以下，８１年

綱領と略す）を採択した。この８１年綱領は，西ドイツ全労働者の労働と生活の擁護とい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６３）
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う点でも，また，国家独占資本主義の民主的改革という点でも，６３年綱領を大幅に改正

し， 積極的側面を明確にした 。

　８１年綱領のこうした基本的性格に関わる重要な改正点は，以下の四点に整理できる 。

第一に，従来の労資協調的見解を修正し，西ドイッ杜会を階級杜会であると規定する補

足項目が採択されたこと。第二に，これをもとに労働組合の二重の任務，すたわち資本

蓄積が生み出す貧困化という諸現象から労働者を保護する任務 ・ｒ保護任務（Ｓｃｈｕｔ・ａｕ£

ｇａｂｅ）」と，杜会改革運動，政治運動としての労働組合が，同時に労働者の経済的杜会

的従属と貧困の前提条件そのものを除去する任務 ・「彩成任務（Ｇｅｓｔａｌｔｕｎｇｓａｕｆｇａｂｅ）」を

有するとの揚定が確定されたこと。Ｄ　Ｇ　Ｂはｒ労働組合の保護任務と形成任務の統一」

を， 労働組合運動上の基本として定式化した。第三に，労働組合がその二重の任務を達

成するための一つの重要た課題として，国家 ・行政機構を改革し，資本活動の誘導，揚

制をめざす「経営をこえる共同決定（Ｕｂｅｒｂｅｔｒ・ｅｂ１・ｃｈｅ　Ｍ１ｔｂｅｓｔ１ｍｍｕｎｇ）」の具体的要求を

再ぴ綱領に取り戻したこと。さらに第四に，以上の実現にあたって労働組合がｒ下か

ら」の運動を強めなけれぱならず，労働組合は運動主体として資本，政党，国家からの

自主性（Ａｕｔｏｎｏｍｉｅ）を確立すべき点を強調したことである
。

　本稿の課題は，Ｄ　Ｇ　Ｂ８１年綱領のこうした内容が，６０年代半ぱ以降の労働組合運動を

通じてどのように移成され獲得されてきたかを解明するとともに，この８１年綱領が８０年

代の西ドイツ労働組合運動にとっ て持つ意義を明らかにすることである。なお，こうし

た課題設定は，実は西ドイツ労働組合運動を取り上げ分析する上で，従来の研究とはや

や異たる視角からの接近を意図するものでもある
。

　７０年代に西トイソ経済の危機が進行し，労働組合運動上の困難が増大するなかで，西

ドイツの体制批判的研究者の問において，労働組合がいかなる役割を果たしているの

か， また果たしうるかをめぐり ，活発な論争が行なわれてきた。一方では，西ドイツの

労働組合は体制に統合されており ，もはやｒ労働者のための保護機関」たりえず，むし

ろ「危機を深めた支配体制自体の保護」こそその本質とするに至ったとの主張が，サソ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）ディカリズム的立場にたつ労働組合研究者によっ て繰り返された。他方，これに対し ，

労働組合内の諸潮流の対抗を認め，その上で労働者の政治的自覚の高まりと労働組合の

政治的役割の増大を正確に分析することこそ重要であるとの立場から，酉ドイツ労働組

合運動が生み出した体制変革につながる様々な前進的萌牙を積極的に検証する研究も旺
　　　　　　　　２）
盛に行なわれてきた 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６４）
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　目本における西ドイツ労働組合運動の主たる研究は，もっ ぱら前者のサソデ ィカリズ

ム的立場からするｒ体制統合的労働組合論」の側の業績を前提とし，主にｒ二重利害代

表ノステム」　　産業別労働組合と事業所従業員会（Ｂｅｔｒ・ｅｂｓｒａｔ）問の相互関係　　の解

明に関心を集中してきた。たとえぱ，徳永重良氏らを中心に近年精力的に取り組まれて

きた企業内労便関係の実態分析は注日すべき成果を生んできたが，分析の視角はこうし

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
たこれまでの研究と同一のものであると言ってよい。そこでは，技術革新と労働組合の

雇用保障闘争の進展により ，資本の人事管理戦略が内部労働市場型の労働力活用方式へ

転換していく過程と，そのもとで事業所従業員会の果たす利害代表機能が高まっていく

過程とが検討され，労働組合運動上の結論として，産業別労働組合の横断的利害代表機

能が浸食されていることが導き出されている 。

　しかし，産業別労働組合の持つ全国的規制力の弱体化をもっ ぱら強調するこうした分

析は，７０年代後半の経済危機のたかで労働者階級内部の利害関係が錯綜してきたにもか

かわらず，Ｄ　Ｇ　Ｂが「合理化」規制，ｒ労働の人問化」「労働権（Ｒｅｃｈｔ　ａｕｆ　Ａ・ｂ・ｉｔ）」実

現， 労働時問短縮等を掲げ，職階，企業規模，業種，組織 ・未組織，就業 ・失業の区分

を問わず，全労働者を対象とした高い成果を獲得してきた経験を充分視野に収めた分析

とは言いがたい。徳永氏らの視角，すなわち西ドイツ労働組合による杜会改革要求，国

家への関与を総じて「体制統合的」なものと一括し，分析の重点を企業，事業所内の労

使関係に置く分析視角に立つかぎり ，西ドイツ労働組合運動が獲得した杜会改革上の到

達点を総合的に一把握する上で重大な弱点を残すことにならざるをえない 。

　従来わが国の先行研究が充分考察してこなかった以上の点を視野に入れ，以下第一章

において，６３年綱領路線が６０年代末にその限界を顕在化させ，労働組合のｒ彩成任務」

を掲げ杜会改革の推進を前面に押し出した新たな運動路線に席を譲る過程を明らかにす

る。 第一章は，この新路線をより立ち入って検討するため，その特徴を端的に示す「経

営をこえる共同決定」要求を考察する。そして第三章では，多様なｒ下から」の運動が

展開し，この要求を実現する明牙を生み出してきたことを明らかにする 。こうしてＤ　Ｇ

Ｂが６０年代末以来獲得してきた到達点を確認した上で，第四早において，Ｄ　Ｇ　Ｂ８１年綱

領の内容とその歴史的意義を検討する 。

１）Ｒ　Ｚｏ１１，Ｊ　Ｂｅｒｇｍａｍらの研究がそれである 。Ｖｇ１Ｒｕｄｏ１ｆ　Ｚｏ１１，Ｄｅｒ　ＤｏｐＰｅ１ｃｈａｒａｒｋｔｅｒ

　ｄｅｒ　Ｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔｅｎ　ｚｕｒ　Ａｋｔｕａ１１ｔａｔ　ｄｅｒ　Ｍｌａｒｘ１ｓｔ１ｓｃｈｅｎ　Ｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔｓｔｈｅｏｒ１ｅ，Ｆｒａｎｋｆｕｒｔ／

　１Ｍａ１ｎ１９７６Ｊｏａｃｈ１ｍ　Ｂｅｒｇｍａｎｎ　ｕ　ａ ，Ｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔｅｎ　ｍ　ｄｅｒ　Ｂｕｎｄｅｓｒｅｐｕｂ１１ｋ， Ｆｒａｎｋｆｕｒｔ／

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６５）
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　　　Ｍａｉｎ＿Ｋ６１ｎ１９７５

　　２）Ｆ　ＤｅｐＰｅ を始め，マルクス主義調査研究所（Ｉｎｓｔ１ｔｕｔ　ｆｕｒ　Ｍａｒｘ１ｓｔ１ｓｃｈｅ　Ｓｔｕｄ
１ｅｎ　ｕｎｄ

　　　Ｆｏｒｓｃｈｕｎｇｅｎ　Ｆｒａｎｋｆｕｒｔ／Ｍａｉｎ）（以下，ＩＭｓ　Ｆと略す）に結集する研究者の業績がそれ

　　　である。そのうち，本稿が参考としたのは以下の論文及び著作である 。

　　　　Ｆｒａｎｋ　Ｄｅｐｐｅ
，

　　　　◎　Ｚｕ　ｅ１ｍｇｅｎ　Ｐｒｏｂ１ｅｍｅｎ　ｄｅｒ　Ｂｅｓｔ１ｍｍｕｎｇ　ｄｅｓ　ｇｅｇｅｍｖａｒｔ１ｇｅｎ　ｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔ１１ｃｈｅｎ

　　　ｕｎｄ　ｐｏ１１ｔ１ｓｃｈｅｎ　ＢｅｗｕＢｔｓｅｍ　ｄｅｒ　Ａｒｂｅ１ｔｅｒｋ１ａｓｓｅ　ｄｅｒ　ＢＲＤ　ｍ　ＩＭＳＦ　Ｍａｒｘ１ｓｔ１ｓｃｈｅ

　　　Ｓｔｕｄ１ｅｎ　Ｊａｈｒｂｕｃｈ　ｄｅｓ　ＩＭＳＦ（ｍ　ｆｏｌｇｅｎｄｅｎ　ＩＭＳＦ－Ｊａｈｒｂｕｃｈ） ，１／１９７８，Ｓ２９２－３０８

　　　　＠　Ａｕｔｏｎｏｍ１ｅ　ｍｄ　Ｉｎｔｅｇｒａｔ１ｏｎ　Ｍａｔｅｒ１ａｌ１ｅｎ　ｚｕｒ　Ｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔｓａｎａ１ｙｓｅ，Ｍａｒｂｕｒｇ

　　　１９７９ ．

　　　　ゆ　Ｚｕｒ　Ｄ１ｓｋｕｓｓ１ｏｎ　ｕｍ　ｄａｓ　ｎｅｕｅ　Ｇｒｕｎｄｓａｔｚｐｒｏｇｒａｍｍ　ｄｅｓ　ＤＧＢ，１ｎ　ＩＭＳＦ（Ｈｒｓｇ） ，

　　　ＤＧＢ　Ｗｏｈｍ？Ｄｏｋｕｍｅｎｔｅ　ｚｕｒ　Ｐｒｏｇｒａｍｍｄ１ｓｋｕｓｓ１ｏｎ，２Ａｕ且ａｇｅ，Ｎａｃｈｒ１ｃｈｔｅｎ－Ｖｅｒｌａｇ ，

　　　Ｆｒａｎｋｆｕｒｔ／Ｍａｉｎ１９８０，Ｓ．５－４０

　　　　◎　Ｇｒｕｎｄｓａｔｚｐｒｏｇｒａｍｍ　ｕｎｄ　Ｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔ１１ｃｈｅ　Ａｕｔｏｎｏｍ１ｅ，ｍ　Ｇ，Ａｍｄ／Ｆ，ＤｅｐＰｅ／

　　　Ｗ，Ｐｅｔｓｃｈ１ｃｋ／Ｋ，Ｐ１ｃｋｓｈａｕｓ（Ｈｒｓｇ），ＤＧＢ　Ｐｒｏｇｒａｍｍ ’８１Ｕｎｔｅｒｓｕｃｈｔ　ｆｕｒ　ｄ１ｅ　Ｐｒａｘ１ｓ ，

　　　Ｎａｃｈｒｉｃｈｔｅｎ　ｖｅｒｌａｇ，Ｆｒａｎｋｆｕｒｔ／Ｍａｉｎ１９８１，Ｓ．３６－４７ ．

　　　　＠　Ｅｎｄｅ　ｏｄｅｒ　Ｚｕｋｕｎｆｔ　ｄｅｒ　Ａｒｂｅ１ｔｅｒｂｅｗｅｇｕｎｇ？Ｐａｈ１－Ｒｕｇｅｎｓｔｅ１ｎ，Ｋｏ１ｎ１９８４

　　　　（以下，引用に際しては，Ｆ．Ｄｅｐｐｅ，◎，等と略す）

　　　　Ｇｅｒｔ　Ｈａｕｔｓｃｈ／Ｋ１ａｕｓ　Ｐ１ｃｋｓｈａｕｓ

　　　　◎　Ｉｎｔｅｇｒａｔ１ｏｎ　ｍｄ　Ｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔｓａｎａ１ｙｓｅ，ｍ　ＩＭＳＦ－Ｊａｈｒｂｕｃｈ２／１９７９，Ｓ２４５－２７８

　　　　＠　Ｋｌａｓｓｅｎａｕｔｏｎｏｍ１ｅ　ｕｎｄ　Ｅｍｈｅ１ｔｓｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔ＿Ｚｕｒ　ｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔｌ１ｃｈｅｎ　Ｋｌａｓｓｅｎ
－

　　　ｐｏ１ｉｔｉｋ　ｈｅｕｔｅ，ｉｎ：ＩＭＳＦ－Ｊａｈｒｂｕｃｈ， ３／１９８０，Ｓ．９８－１１■

　　　　Ｇ　Ｈａｕｔｓｃｈ，Ｉｎｔｅｇｒａｔ１ｏｎ１ｓｍｕｓ　ｕｎｄ　“Ｋｏｒｐｏｒａｔ１ｓｍｕｓ
”，

１ｎ　ＩＭＳＦ－Ｊａｈｒｂｕｃｈ，４／１９８１
，

　　　Ｓ２２２－２４１Ｗ１ｔ１ｃｈ　ＲｏＢｍａｍ，Ａｒｂｅ１ｔｅｒｋ１ａｓｓｅ，ｓｏｚ１ａｌｅ　Ｂｅｄｕｒｆｎ１ｓｓｅ　ｕｎｄ　ｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔｌ１ｃｈｅ

　　　Ｐｏ１１ｔ１ｋ， ｍ　ＩＭｓＦ－Ｊａｈｒｂｕｃｈ，５／１９８２，Ｓ４２－７１　Ｈｅ１ｎｚ　Ｊｍｇ，ｚｕｒ　Ａｆｂｅ１ｔｅｒｋ１ａｓｓｅ　ｄｅｒ

　　　８０Ｊａｈｒｅ，ｉｎ： ＩＭｓＦ－Ｊａｈｒｂｕｃｈ，６／１９８３，Ｓ．４４－８３

　　　　Ｆ ．デ ッペは，前者の立場にたつ論者の方法論を批判して次のように述べている 。ｒＲ ．ツ

　　　才ルやＪベルグマソらのサソディカリズム的視角からは，資本と労働の再生産過程に対す

　　　る国家介入の意義を見落とＬ，独占資本の全般的利害を実現するための国家活動の意義を見

　　　落とすことになり，労働組合の闘争の政治的質（Ｑｕａ１１ｔａｔ）が，事業所 レベルに，つまり個

　　　別資本に対する労働者の闘制こ隈られることにたる。すなわち，労働組合の政治的性格が，

　　　労働過程 ・価値増殖過程における支配の間題に，つまり投資の決定，生産力の発展の組織

　　　化，労働組織の支配などの労働過程の疎外の間題だけに限定されてしまう。　　径済危機下

　　　において，経済成長を保障し，職場を確保し，物価を安定させることを国家に求める期待が

　　　高まっ ている。……このようた国家への期待を，ｒ国家フヱ ティシズム』，ｒ杜会国家幻想』

　　　と決めつけるのは正しくない。我々は，むしろこうした要求を，ｒ政治意識の萌芽形態』と

　　　みたすのである 。」Ｆ．Ｄｅｐｐｅ，◎，Ｓ．３０３血

　　　　本稿は，Ｆ ．デ ッペらのこうした方法論に関わる指摘をふまえ，以下の考察を行なう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６６）
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３）徳永重良，野村正実，前島厳，岸田尚友各氏によるフォルクスワーゲソエ場の事例研究

　や，山地いずみ氏，倉田良樹氏の最近の研究は，共通して「二重利害代表システム」論的分

　析視角から，「内部労働市場化」と産別機能の弱体化を結論している 。

　徳水重良編著ｒ西ドイソ自動車工業の労使関係　　フォルクスワーゲソエ場の事例研究

一」御茶の水書房，１９８５。山地いずみｒ西ドイツの失業」水野 ・谷編『先進国失業の構

　造一ｒ苦悩』の実態と背景一』有斐閣，１９８３，所収。倉田良樹ｒ新しい労働組織の研

　究』，中央経済杜，１９８５ 。

１　労働組合の「保護任務 ・彩成任務」

　　　　　７０年代ＤＧ　Ｂの課題

　１　ＤＧ　Ｂ６３年綱領とその限界

　Ｄ　Ｇ　Ｂは，第二次大戦直後の１９４９年に制定したｒ経済と杜会の新秩序」 ・杜会主義実

現を展望した「ミュソヘソ 綱領（Ｗ１ｒｔｓｃｈａｆｔｓｐｏ１・ｔ１ｓｃｈｅ　Ｇｍｄｓａｔｚｅ　ｄｅｓ　ＤＧＢ，１９４９）」を ，

ｒ冷戦」体制下の５０年代半ぱに実質上放棄し，西ドイツ経済ｒ奇跡の復興」を背景に賃

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
金， 労働条件等の目常要求を重点課題とするｒ労働組合主義」へ転換した。この路線を

確定したのが，他たらぬ６３年綱領であ った。８１年綱領と比較する上で特徴的な６３年綱領

　　　　　　　　　　　２）
の要点を整理しておこう 。

　６３年綱領の基本的性格は，そのｒ前文」に明らかに示されている。まず，労資の階級

対立と国家の階級性に関して，労働組合の闘争の結果すでに階級対立は消滅し，階級的

権力国家は民主的国家に変わり ，労働組合の要求は憲法によっ て保障され，国家は経営

者と労働組合の利害調整者となっていると把握し，それゆえ，労働組合は，ｒ杜会的法

治国家の統合要素，秩序要素」としてｒ公共の福祉に貢献する」ことを第一義的任務と

しなげれぱならないと規定した。この規定を受げ，組合活動の基本路線と不可分の関係

にあるｒ経済政策」の章にしても，キリスト教民主同盟（ＣＤＵ）政権が打ち出したｒ杜

会的市場経済」の大枠を認めるものとな った。そこではｒ国民経済の計画化」，ｒ投資誘

導」，「共同所有」などが要求項目に掲げられてはいるが，それらはもはや杜会主義をめ

ざすのではなく ，市場経済を前提にｒ適正な競争」を維持するのに必要な限りの，手段

としての計画化及び所有彬態の変更を求めるものでしかなかった 。

　かかるｒ労働組合主義」路線は，Ｄ　Ｇ　Ｂ内右派，いわゆるｒ統合派（ｍｔｅｇｒａｔ・ｏｎ・ｓｔ・ｓｃｈｅ

Ｋｒ身ｆｔ・）」が，５０年代判まのｒ冷戦」体制下に階級的労働組合運動に対する政治的規制が

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６７）
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強まるなかで，階級的立場（Ｋｌａ・・ｅｎｐ・ｓ・ｔ・・ｎ）を認め漸進的杜会改革を求める左派，ｒ改

革派（ｒｅｆｏｒｍ・ｓｔ・ｓｃｈ－ｓｏｚ・ａ１・ｓｔ・ｓｃｈｅ　Ｋｒａｆｔｅ）」を押え，Ｄ　Ｇ　Ｂ内の影響力を拡大した不可避的

　　　　　３）
帰結であ った。このｒ統合派」の特徴は，労働者と資本の利害の共通性を肯定し，労資

を企業活動上同等の責任を負うパートナーであるととらえ，闘争でたく対話を重視し ，

労働組合に平和義務を課したｒ杜会パートナーンヅ プ（Ｓｏ・・ａ１ｐａｒｔｎｅｒｓｃｈａｆｔ）」論にあ った 。

そこからこの潮流は，労働組合の任務は資本と労働の利害を調和させ，統合秩序を確立

することだと規定し，労働組合が体制の担い手たることを明言した。この立場からは ，

当然にも労働組合の政治闘争は否定され，労働考の一般的権利を法的に保障すること

や， 労働組合が国家 ・行政機構の民主的改革に取り組むことも労働組合運動の枠外へ追

いやられ，労働組合の活動は，労働市場における労働力供給独占をもとにした資金，労

働条件交渉に限定されることにたった 。

　たるほど６３年綱領は左右両派の妥協にもとづくものであり ，ｒミュソヘソ綱領」の名

残りとして唯一ｒ共同決定」の項にｒ経済と杜会の変革（Ｕｍｇｅｓｔａｌｔｕｎｇｖｏｎ Ｗ・ｒｔｓｃｈａｆｔ

ｕｎｄＧｅｓｅ１１ｓｃｈａｆｔ）」という目標を文面上残してはいる。しかしそれとてｒ統合派」主導の

もとでは，労働者と資本家がともに企業共同体の利害の担い手であるとの考えを前提

に， 労働者が企業の経営管理に直接かつｒ同権的」に参加することをめざす「統合的共

同決定モデル（ｉｎｔｅｇｒａ１ｅｒ　Ｍｉｔｂｅｓｔｉｍｍｕｎｇｓｍｏｄｅ１１）」として実践されたのであり ，ｒ共同決

定」要求は決して杜会変革を指向するものとならなかった。別言するたら，この「共同

決定」は，経済の高成長と生産性向上の成果をもとに，企業内の労使対立や経営方針へ

の不信など，資本蓄積活動上の潜在的阻害要因の発生を防ぐのに必要な限りの「共同決

定」に押し止められ，また，対象も企業，事業所 レベルに限定された。それゆえ，国家

・行政機構改革につながるｒ経営をこえる共同決定」は排除されたのであ った 。

　かくして，５０年代から６０年代半はのＤ　Ｇ　Ｂの運動は，経済成長を背景に労資協調主義

的性格の強い「労働組合主義」を基調として展開した 。

　しかし，西ドイツ国家独占資本主義はその蓄積条件からして国際競争に勝ち残ること

を至上命令としており ，そのため６０年代を通じ産業構造を急速に転換し，オートメーツ

ヨソ化とそれに伴なう資本主義的合理化を推進していた。６３年綱領にもとづく労資協調

的経済主義路線は，こうした急速た資本蓄積がもたらした諸結果に有効た対応ができ

ず， ６０年代後半にはその限界を露呈し始めた。それでは，Ｄ　Ｇ　Ｂに路線転換を強く迫る

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
ことになった事態とは，具体的にはいかたるものであったのであろう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６８）
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　西トイソ 資本主義は，６０年代後半に過剰生産恐慌（６６／６７年恐慌）を克服し，輸出景気

と投資ブームをまきおこした。その過程で資本の集積 ・集中が進み，独占の経済力は一

層強化された。同時に，産業構造は激変し，一方では繊維産業や石炭産業の斜陽化が進

み， 他方では電機，自動車，機械産業が急成長を遂げ，西ドイツの輸出を主導する産業

にな った（第１表参照）。 それに伴なう就業構造の変動も著しく ，６５年から６７年の問だげ

で全就業者２，５９０万人中，６．３％にあたる１６４．６万人が職種を転換した（第２表参照）。 こ

の産業 ・就業構造の急転換，いわゆるｒ構造変動（Ｓｔｒ・ｋｔｕｒｗａ・ｄ１・・ｇ）」は，オートメー

ショソ化とそれを技術的基礎とする資本主義的合理化を伴ないつつ進展したことから ，

第１表西ドイツ経済の構造変動
１）

（単位　％）

い…年１１…年

農林漁業
商品生産業

　エネルギー・ 給水

　鉱　　　　業

　製造工業
　建　　　　　設

商業 ・運輸

サービス 供与

　金融 ・保険

　住宅貸与
　その他サービス

国　　　　　家
３）

団　　　　体
４）

合　　　　計

１０ ，２

２３ ，４

４９ ，６

４３ ．１

１． ５
３． ７２）

３， ７

３９ ，１

３１ ．７

５． ４
７， ８

２０ ，４

１４ ，２

１０ ，２

１３ ．３

１．
７

１． ４

３． ０

５． ５

７． ８
６． ０

１． ８

１００ ．０

７， ８

５３ ．４

１． ９

３， ６

４１ ．４

６， ５

１９ ，８

１０ ．２

２． ０

２． ３

６． ０

７． １

ユ． ７

１００ ．Ｏ

１…年１・…年

５， ７
１３ ，５

５４ ，５

４７．９

２． ５
３．
０

２， ８

４２，２

３７．５

７． ０
７， ５

１９ ，６

１７，２

１１ ，４

１４ ．６

２． ２
１． ９

２． ５

６． ７

７． ２
６．
７

１．
６

１００ ．Ｏ

４， ３

５４．１

２． ２

１，
９

４２．１

７， ９

１９ ，２

１２ ．７

２． ４

３．
０

７． ２

８． ２

１．
５

１００．Ｏ

１９７０年

３． １
９， １

５４ ，１

４９ ．４

２． ３
１．

９

１， ４

４２ ，３

３９ ．５

８． １
８， ０

１８，０

１７ ，９

１４ ，１

１７ ．５

２． ７
２． ７

３．
６

７． ８

９． １
６． ５

ユ．
６

１００ ．Ｏ

１９７５年５）

｝

｝

２． ７
６， ５

４７ ，８

４６ ．５

３．
６

１， ９

３９ ，７

３７ ．７

７． ３
６，
９

１８ ，６

１７，７

１７ ，３

１９ ．６

３． ５
３． １

３．
９

９， ２

１３ ．７

９． ６

１００ ．Ｏ

（注）

（資料）

（出所）

１）各部門のうち２段の数字のものは，上段が国内総生産に対する寄与率，下段が雇用労働数比率を示す 。

　１段の数字のみの場合は，寄与率を示す 。

２）エネルギー・ 給水。鉱業の合計。

３）「国家」とは，連邦，州，地方公共体，目的団体，社会保険会計の総計 。

４）「団体」とは，教会，思想 ・慈善 ・学術団体，政党，労働組合などをいう 。

５）暫定値 。
　Ｓｔａｔｉｓｔｉｓｃｈｅｓ　Ｊａｈｒｂｕｃｈ，各年版 。

　出水宏一『戦後ドイツ経済史』東洋径済新報杜，ユ９７８年，ｐ ．ユ９０ 。

　　　　　　　　　　　　　　（６６９）
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第２表　職業を変更した就業者の職種別 ・産業部門別分布状況
（１９６５年一６７年）

職種 ・産業
性
別

就業者数

１， ０００人

左のうち職業移動
をおこなったもの

％

農業，牧畜，漁業職種

鉱　夫，石油採掘夫

製　造　業　職　種

技　　術　　職　　種

サーピス 業職種

その他の職種

男

女

計

男

女

計

男

女

計

男

女

計

男

女

計

男

女

計

（（職

１． ３２５

１． ５０３

２， ８２８

１５９

１６０

７． ７７０

２． ００１

９， ７７１

９７７

　９７
１， ０７４

６． ０５２

５． ４２２

１１ ，４７４

１５８

４４１

５９９

種
６０

２０

８０

６

６

４９９

１７２

６７１

４２

５

４７

４９１

３３５

８２６

８

８

１６

別））

４． ５

１． ３

２． ８

３． ８

３． ８

６． ４

８． ６

６． ９

４． ３

５． ２

４． ４

８． １

６． ２

７． ２

５． １

１． ８

２． ７

合　　　　　計
男１６．４４１　１

，１０６

女９．４６５　５４０計２５．９０６　１
，６４６

６． ７

５． ７

６． ４

農林，畜産，漁業

製　　　造　　　業

商業，運輸 ・交通業

その他の産業（サーピス業）

男

女

計

男

女

計

男

女

計

男

女

計

（（産

１． ２４０

１． ４３２

２， ６７２

９． ４２８

２． ９８９

１２，４１７

２． ７５４

１． ９３４

４， ６８８

３． ０２０

３． １０９

６， １２９

業
５７

２０

７７

６１４

２２７

８４１

１９３

１０３

２９６

２４２

１９０

４３２

別））

４． ６
１． ４

２． ９

６． ５

７． ６
６． ８

７． ０

５． ３

６． ３

８． ０

６． １

７． ０

合　　　　　計
男１６．４４１　１

，１０６

女９．４６５　５４０計２５．９０６　１
，６４６

６．
７

５． ７

６．
４

（出所）ｒ海外労働経済月報」第２１巻９号，１９７１年。ｐ ・３０ 。

（６７０）
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職務内容，賃金等級評価基準が変更され，交替制勤務が導入されるなど，労働条件は大

幅に悪化した。加えて，大量の配置転換と希望退職，解雇が行なわれ，雇用の不安定

性， 流動性を一段と高めた 。

　６０年代後半の西ドイッ資本主義のｒ構造変動」が惹き起こした問題は，職場における

間題にとどまるものではなかった。資本の筒蓄積とその無政府的展開は，杜会的貧困を

多様な形態で累積させ，ｒ生活の質」，つまり人問的生活の根本に関わる教育，保健，住

宅， 環境間題等，国家の政策的介入を経て始めて解決が可能な諸問題を噴出せしめた 。

かくして，「構造変動」は，不可避的に国家独占資本主義の国家機構を膨張させ，同時

に， その官僚的中央集権的再編を押し進めた。以上の事態こそ，責金交渉と企業 ・事業

所レベルの共同決定に活動の重点をおいてきた６３年綱領及びそれを基本的に規定した

ｒ統合派」労働組合運動の活動領域の狭隆性を顕わにし，Ｄ　Ｇ　Ｂに運動路線の転換を強

く求めた最大の要因であ った 。

　当時Ｄ　Ｇ　Ｂ経済杜会研究所（ＷＳ　Ｉ）の主任研究員であり ，「改革派」の立場から７０年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
代の新たな運動路線を理論的に支えてきたＧ．レミソスキーは，６３年綱領にもとづく労

働組合運動がこうしたｒ構造変動」の進展を洪手し，たおかつその諸結果から労働老階

級の労働と生活を保護できなかったことを鋭く批判し，６３年綱領路線の限界を次のよう

に一指摘した 。

　　　ｒ６３年綱領は，労働組合を無目的なプラグマティズムヘ陥れ，単なる目々の政策のみに関わら

　せる誘惑に取り込まれやすい弱点を持っている。そしてドイツの労働組合は，この誘惑と充分闘
　　　　　　　　　　　　　　　６）
　っ てこたかったと言わざるをえたい」。しかも，「６３年綱領に反して現実は変化してしまっ た。 環

　境間題，公的救貧，杜会的諸問題に関する政策など，綱領的視野をはるかに広げなけれはならな
　　７）

　い」と 。

　すでに６０年代後半には，イソフレーシ ョソの急速た進展にかかわらず経済成長率は低

下し始めていた。そのため労資協調的賃金交渉による賃金引き上げ幅は縮小せざるをえ

ず， 杜会パートナーシッ プ論に立つ運動の「メリット」は減少してきていたが，それに

加えて，上で見たような貧困の新たな形態が広がり ，労働と生活全般に及ぶ困難が増大

していた。かくして，６０年代末にたると労働組合の機能喪失が公然と語られるようにな

り， ついにはＤ　Ｇ　Ｂ組合員総数及び組織率の大幅な低落というＤ　Ｇ　Ｂ組織そのものの後

退が深刻化するに一至 った（第３表参照）。 だが，同時に見落としてならないのは，労働組

合運動の停滞が問題とされたこの時期，こうした評価とは逆に組合非公認のｒ自発的 ス

トライキ（山猫スト）」という形態で開始されたとはいえ６９年ｒ９月スト」を契機として

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７１）
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第３表　ＤＧＢ組合員数 ・組織率の推移

年組合員 　前年比 欝　 構成員の絶対数　　　総数絶対数１劣 ．轟組婦人１労働者１職員１官吏
１９５０５，２７８，５８５　　　一　　一３５．９　８４０．７１２４，５３４．５６５　５７１．３３２　３４４．０９３

１９５１５，９１２，１２５＋６３３，５４０＋１２，０３８．６１ ，０１１．４３６４，９２４．３１４　６２６．９９８　３６０．８１３

１９５２６，００４，４７６＋９２，３５１＋１，６３８．０１ ，０２８．７１３４，９８２．５６４　６４７．６３２　３７４．２８０

１９５３６，０５１，２２１＋４６，７４５＋Ｏ．８３６．９１ ，０４６．１４８５ ，０１１．１７５　６４５．２０１　３９４．８４５

１９５４６，１０３，３４３＋５２，１２２＋０，９３５．９１ ，０５５．２１３５，０５２．３６６　６４１．００１　４０９．９７６

１９５５６，１６４，８７２　＋１，５２９＋Ｏ．０３４．０１ ，０４７．８０５　５，０４２．３６５　６４２．３４０　４２０，１６７

１９５６６ ，１２４，５４７＋１９，６７５＋０，３３２．９１ ，０４３．２４１５，０４２．８８２　６４８．４６９　４３３．１９６

１９５７　６，２４４，３８６　＋１１９，８３９　＋２，０　３２．６　１ ，０７７．６５２　５，１１３．０１６　　６７５．２１３　４５６ ．１５７

１９５８６，３３１，７３５　＋８７，３４９＋１，４３２．７１ ，０８９．５２７５，１７１．６５７　６９０．７２４　４６９．３５４

１９５９６，２７３，７４１－５７，９９４－０，９３１．８１ ，０７０．７６２５，０９２．１５４　６９１．４７６　４９０．１１１

１９６０６ ，３７８，８２０＋１０５，０７９＋１，７３１．４１ ，０９３．６０７５，１４４．４５２　７２１．６５８　５１２，７１０

１９６１６，３８２，３９６　＋３，５７６＋０，１３０．８１ ，０７８．６１７５，１２９．７０６　７２４．２００　５２８．４９０

１９６２６，４３０，４２８＋４８，０３２＋０，８３０．５１ ，０５８．４５３５，１３１．１２４　７５６．７６７　５４２．５３７

１９６３６，４３０，９７８＋　５５０＋Ｏ．０３０．２１ ，０３３．８４２５，１０７．９８５　７６７．１１０　５５５．８８３

１９６４６，４８５，４７１＋５４，４９３＋Ｏ．８３０．１１ ，０２２．０５２５，１２６．０７３　７８９．８２９　５６９．５６９

１９６５６，５７４，４９１　＋８９，０２０＋１，４３０．１　１ ，０３０．１８５　５，１５７．２９０　８３５．２０２　５８１ ，９９９

１９６６６ ，５３７，１６０　－３７，３３１－Ｏ．６２９．９１ ，０１４．８３３５，０８４．５５２　８６１．１６０　５９１ ．４４８

１９６７６，４０７，７３３　－１２９，４２７－２，０３０．２　９７６．７９３４，９２２．７２１　８７８．９８２　６０６．０３０

１９６８６，３７５，９７２　－３１，７６１－Ｏ．５２９．８　９７１．５９０４，８６３．５９１　８９６．４９２　６１５．８８９

１９６９６ ，４８２，３９０　＋１０６，４１８＋１，７２９．７　９８４．０７４４，９２６．９４３　９３０．２３３　６２５．２１４

１９７０６，７１２，５４７　＋２３０，１５７＋３，６２９．７１ ，０２７．１５０５，０８８．７１３　９８６．１１２　６３７，７２２

１９７１６，８６８，６６２　＋１５６，１１５＋２，３３０．６１ ，０５０．４８８５，１５３．０００１ ，０６５．５５０　６５０．１１２

１９７２６，９８５，５４８＋１１６，８８６＋１，７３０．９１ ，１１５．２６６５，１８８．８９０１ ，１４０．８０３　６５５．８５５

１９７３７，１６７，５２３　＋１８１，９７５＋２，６３２．０１ ，１７９．７６２５ ，２８６．９６４１ ，２０６．１５２　６７４．４０７

１９７４７，４０５，７６０＋２３８，２３７＋３，３３２．１１ ，２８４．５００５，４１６．２８２１ ，３１３．５８６　６７５．８９２

１９７５７，３６４，９１２　－４０，８４８－０，６３３．３１ ，３１３．０２１５，３１０．４３５１ ，３８１．７７４　６７２，７０３

１・・・・・・・…１ｌ・・・・…１・…１・…１・ ，… ，・… ，・・工・… ，… ，・・・… ，・１・

（出所）Ｒ・Ｊ汕 ｅ， Ｈ－Ｕ， Ｎｉｄｅｎｈｏｆｆ／Ｗ，Ｐｅｇｅ，Ｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔｅｎ　ｉｎ　ｄｅｒ　ＢＲＤ，Ｄｅｕｔｓｃｈｅｒ　Ｉｎｓｔ１ｔｕｔｓ－Ｖｅｒｌａｇ
，

　　Ｋ６１ｎ，１９７７，Ｓ ．６２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）ｒ下から」の闘争が活性化し，組合員の闘争力の高まりが顕在化したことである 。

　ことここに至って，従来の労資協調的経済主義路線の克服が真剣に求められざるをえ

たい。Ｄ　Ｇ　Ｂは新たな運動路線への転換を開始し，それを支える綱領の改訂作業に着手

することになる 。

（６７２）
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１３７

　２　７０年代におけるＤＧ　Ｂの新たな運動路線　　労働組合のｒ保護任務 ・移成任務」

　　の実現

　１９６９年５月のＤ　Ｇ　Ｂ第８回大会において新たにＤ　Ｇ　Ｂ会長に選出されたＨ．Ｏ ．フニッ

ター は， 先に見たｒ改革派」による６０年代の総括にもとづいて，就任以来積極的にＤ　Ｇ

Ｂの路線転換を示喫する重大な提起を行な った。彼の提起の骨子は，労働組合の二重の

任務　　ｒ保護任務 ・彩成任務」　　を掲げ杜会改革推進を前面に出した内容へ，Ｄ　Ｇ

Ｂの運動路線を転換させるということであ った。彼は，このｒ保護任務 ・形成任務」を

次のように定式化し，この任務を新たな運動路線の基本とすべきであると繰り返し強調
　　９）

した 。

　ｒｒ労働組合の闘争なくして杜会進歩はありえない』。……労働組合が次の二重の任務を持つの

は当然である 。

　労働組合は
，一方で，経済的杜会的に弱い立場（Ｕ

ｎｔｅｒ１ｅｇｅｎｈｅｉｔ）にある組合員を凍養手るた

めの白由 ・曲争鉦犠であり，他方労働組合は，杢去働去の従属性（Ｕｎａｂｈ註ｎｇｉｇｋｅｉｔ）と無権利

（Ｕ
ｎｔｅｒｐｒｉｖｉ１ｅｇｉｅｒｍｇ）の命嘉桑任差漆去手岩ための直冶途動である。（傍点引用者）　労働組合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
の両任務　　保；護　形成機能は分離でき匁いし，してはならない 。」

　フェッ ターのこの定式のうちにＤＧ　Ｂの新たた運動路線が凝縮されたかたちで述べら

れている。ここで確認するべき点は，以下の二点である 。

　すなわち第一に，労働組合がｒ保護任務」を達成すべきことを改めて再確認したこと

である。労働組合はｒ構造変動」とｒ合理化」による労働条件の悪化を阻止し，労働者

を肉体的精神的退化から保護するため，資本による労働条件の侵害に対する目常闘争を

断念せず，自助 ・共済機能を充実させつつ，労働条件改善閾争を積極的に推進すべきこ

とがここに宣言された。これは，従来の労資協調的経済闘争を克服すべきであるとの提

起に他たらない 。

　第二に，この点が決定的に重要なのであるが，「保護任務」の遂行と切り離し難い任

務として，労働者階級全体に貧困化をもたらしている前提条件そのものを除去するｒ彩
　　１１）
成任務」の実現を労働組合に課すと宣言していることである。すなわち，労働組合が ，

目常的経済要求を資本と交渉するだけでなく ，杜会改革をめさす運動体として政治的諸

闘争に取り組むべきであるとの提起である。これは明らかに６３年綱領路線からの脱却を

　　　　　　　　　　　１２）
さし示す内容を含んでいる 。

　フェッ ターの定式に要約されたＤ　Ｇ　Ｂの新たな運動路線とは，労働組合が，労働 ・雇

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７３）
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用条件の擁護をめざして資本に対する経済闘争を積極的に展開し，そのことによっ て労

働者階級の連帯を強め，政治的意識を発展させるとともに，この闘争と結合して，労働

者階級に貧困化をもたらす則提条件そのものの除去のために，労働組合が独自の政治的

杜会改革闘争に取り組むという運動路線であるということになろう 。これは，経済闘争

と政治闘争を分離し，後者を否定した上で，資本主義杜会のｒ統合要素」たることをそ

の任務としてきた従来の労資協調的経済主義路線と比べるたら，西ドイッ国家独占資本

主義の民主的改革をめざす運動の発展にとっ て， まさしく質的な前進の契機を含んだ路

線であるといって過言ではない 。

　ＤＧ　Ｂとその傘下の産業別労働組合は，こうした路線上の新たな提起を行なう一方 ，

同時に実践的にも，労働者の保護と自己彩成をめざしたｒ労働の質」の改善（ｒ労働の人

問化」）要求，教育 ・保健 ・交通 ・環境問題，国家統治機構の改革など，従来ｒ労働協約

と企業内共同決定の対象外」とされてきた諸問題の解決に向げた取り組みを強化してい
１３）

く。

　さらに，ｒ移成任務」達成のｒ究極目標（Ｅｎｄ・ｉｅ１）」として新たな杜会主義像も論じら

れるようにな った。労働組合のｒ形成任務」を前面に押し出してきたｒ改革派」は，従

来の路線がプラグマティックな目常要求と金銭交渉に埋没したそもそもの原因が，ｒ統

合派」主導のもとに６３年綱領において杜会主義実現というｒ究極目標」が放棄され，綱

領的展望をｒ白紙（・脆ｎ）」にした事にあると断言した。こうした総括をもとにｒ改革

派」は，貧困化の前提条件を除去すへきことを強調し，新たた綱領的展望として，労働

者が共同決定権を獲得し，「自由た分節的な計画化」の基盤を拡大することを通じて「自

由な杜会主義（Ｆｒｅ・ｈｅ・ｔ１・ｃｈｅｒ　Ｓｏｚ・ａ１・ｓｍｕｓ）」という「究極目標」を実現すへきことを提起

　１４）

した 。

　重要たことは，ここでの共同決定要求は，ｒ彩成任務」を実現し貧困化の前提条件を

除去するとの任務を新たに掲げたがゆえに，もはや労資ｒ同権化」を求める段階にとど

まりえず，ましてや「統合派」の「統合的共同決定モデル」は否定されざるをえないと

いう点である。それにかわって新たに前面に出たのが，ｒ資本の支配権の破壊」を目標

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）とするｒ闘争任務としての共同決定（Ｍ・ｔｂｅｓｔｍｍｎｇ　ａ１ｓ　Ｋａｍｐｆａｕｆｇａｂ・）」規定である
。

かくして共同決定要求は，従来とは内容と位置つげが一新され，新たな＝タイプの杜会主

義を実現するための重要課題とされるに至った 。

　さて，こうしてＤ　Ｇ　Ｂは，西ドイツ労働者階級及び全勤労者を解放するという壮大な

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７４）



　　　　　　　　ＤＧＢ８１年基本綱領と西ドイツ労働組合運動（上）（布川）　　　　　　１３９

課題に運動路線上直面する位置まで前進したのであ ったが，このことは不可避的にＤ　Ｇ

Ｂを新たな分岐点に立たせることとな った。すなわち，ｒ保護任務 ・彩成任務」の結合

のあり方が問われることになったのである。Ｄ　Ｇ　Ｂが労働組合の新たた制度政策要求 ，

杜会改革要求を狭いｒ職業的要求」の枠内に限定するｒ組合主義的政治」（レーニソ）の

レベルにとどめ，国家や政党への依存を強める方向をとるか，それとも，経済闘争と政

治闘争を結合し，西ドイツの全労働者階級と勤労者の解放へむけて国家独占資本主義の

民主的改革を推進する方向へ一歩でも進むかどうかが問われることにな った。この点こ

そ， ７０年代以降の西ドイツ労働組合運動に対する評価を大きく二分する分岐点でもある 。

　７０年代初頭には，労働者の間に杜会民主党（Ｓ　Ｐ　Ｄ）主班の政府に対する幻想とそれ

への依存姿勢が強かったことから，Ｄ　Ｇ　Ｂが全体として前者の道をたどる危険性は決し

て少たくなか った。Ｄ　Ｇ　Ｂが新たな運動路線に乗り出すこと自体，Ｓ　Ｐ　Ｄの政権参加を

大きな契機としたことは事実であり ，Ｓ　Ｐ　Ｄ政府への期待と幻想によっ てしぱしぱ労働

組合の経済闘争の展開が制約され，結果としてｒ下から」の運動の発展が大きく規制さ

れた。というのは，「より多くの民主化の断行」を宣言したＳ　Ｐ　Ｄ政府を資本の巻き返

しから守り ，杜会改革政策を具体化させるには，国民経済のｒ計画化」が必要であり ，

ＤＧＢとしても計画化の前提として賃金上昇を一定のガイドライソ内に留めるという立

場をとらざるをえなかったからである。ｒ改革派」は，この時点において，杜会改革を

推進するにはｒ下から」の闘争の高揚が必要なことは認めてはいたが，同時に，国家自

身が杜会改革任務（ｒ国家の形成任務（・ｉｎｅ　ｇｅｓｔａ１ｔｅｎｄ・Ｒ・１ｌ・）」）を具体化するはずであると

の「二重国家論」的国家認識に立っており ，Ｓ　Ｐ　Ｄ政府による杜会改革の実現を楽観し

　　１６）

ていた。それゆえ，金属産業労働組合（Ｉ　ＧＭ）など左派産別組合でさえ，内部の批判

を押えて西ドイツ型「所得政策」たる政 ・労
・使による「協調行動（ＫｏｎｚｅｒｔｉｅｒｔｅＡｋｔｉｏｎ）」

　　　　　　　　　１７）
に参加，協力していた 。

　かくして，西ドイツ労働組合は，国家の改良政策に期待し，国民経済のｒ計画化」に

賛同し協力するが，他方で，労働組合運動の根本に関わる自主的賃金決定権を制限され

るというソレソマに陥っていた。このことは，杜会民主主義政党主班の政府に，労働者

階級の利害にもとづく政策を実現させるうえでの要めとなる，肝腎のｒ下から」の運動

が大きく制約されていたことに他ならない 。

　さらに，７０年代半ぱ以降経済危機が深刻化しかつＭＥ機器の導入が急速に進むことに

よっ て， 新たな問題が生じてきた。経済危機とＭＥ新技術導入の影響は，労働者の職

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７５）
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業， 資格，性，年齢，賃金等級ごとに異なり ，企業揚模，業種，地域ごとに不均等であ

った。さらに，それらは失業間題を深刻化させ，就業者との利害の相違を顕在化させ

た。 こうしたたかで，労働者階級内部の利害のｒ分断化傾向（Ｓｅｇｍ・ｎｔｉ・ｒｕｎｇ　ｄｅ・Ａ・ｂｅｉｔｅト

刺ａＳＳｅ）」が強まり ，労働者相互の競争が促進され，階級としての連帯を弱める条件が客

観的に拡大されていった。このことが労働組合運動に与える影響は決して無視しうるも

のではなかった。というのは，こうした事態が放置されるたらば，労働組合の経済闘

争， 制度政策闘争は自然発生的ｒ職能団体的（Ｋｏｒｐｏｒａｔｉ・ｉｓｔｉｓ・ｈｅ）」身分的性格を強めか

ねず，労働組合が多様な利害ごとに分断され，個別利害の保障を求めて相争いながら国

家と政党への依存を強め，それによっ て労働組合の自主性を喪失し，ついには利権団体

に転落しかねない危険性を高めていたからである 。

　それでは，Ｄ　Ｇ　Ｂは，こうした運動上のジレソマと客観的なｒ分断化傾向」の進展に

どのように対応していったのであろうか。そしていかなる過程をたどっ て， 冒頭でみた

前進的諸規定を８１年綱領において確定させていったのであろうか 。

　　 １）　この遇程については，花見忠ｒ労働組合の政治的役割一ドイツにおける経験』未来杜，

　　　１９６５，参照。またこの過程も含めた西ドイツ労働組合運動史については，徳永重良ｒドイヅ

　　　資本主義と労資関係」戸塚 ・徳永編『現代労働問題』有斐閣，１９７５，所収，参照。１９２０年

　　　代以降の労働組合の基本的性格，綱領賂線の変化を要約した好論文として，Ｇｅｒｈａｒｄ　Ｌｅ－

　　　 ｍ１ｎｓｋｙ，Ｄ１ｅ　Ｐｒｏｇｒａｍｍａｔ１ｋ　ｄｅｒ　Ｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔｅｎ－Ｅ１ｎｆｕｈｒｅｎｄｅ　Ｕｂｅｒｌｅｇｕｎｇｅｎ，１ｎ　Ｇ

　　　Ｌｅｍ１ｎｓｋｙ／Ｂｅｒｎｄ　Ｏｔｔｏ，Ｐｏ１１ｔ１ｋ　ｕｎｄ　Ｐｒｏｇｒａｍｍａｔ１ｋ　ｄｅｓ　Ｄｅｕｔｓｃｈｅｎ　Ｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔｓｂｕｎｄｅｓ
，

　　　Ｂｕｎｄ－Ｖｅｒ１ａ９，Ｋ６１ｎ１９７４，Ｓ．１７－４２．及び，Ｆ．ＤｅＰＰｅ，＠，があげられる 。

　　 ２）６３年綱領の翻訳は，ＤＧ　Ｂ編ｒドイツ労働総同盟の歴史と活動』訳者，発行年不詳，が

　　　ある。また，ディーター シュスター（前島，佐瀬訳）『ＤＧ　Ｂ一戦後のドイツ労働運動』 ，

　　　 フリードリッヒ ・工一ベノレト研究所東京事務所，１９７１年，参照のこと。原文は，Ｇ．Ｌｅｍｉｎ－

　　　 ｓｋｙ／Ｂ．Ｏｔｔｏ，ａ．ａ．Ｏ ．，
Ｓ． ４５－６２，参照 。

　　３）ＤＧ　Ｂ内の諸潮流については，前川恭一「西ドイツのｒ共同決定』制度と労働運動の課

　　　題」ｒ経済』１９７５年１０月号，ｐ２３５－２３７参照。及び，Ｇ　Ｌｅｍ１ｎｓｋｙ／Ｂ　Ｏｔｔｏ，ａ　ａ　Ｏ， Ｓ

　　　１８－２５・Ｆ・ＤｅｐＰｅ，＠，Ｓ・１２－１５・参照 。

　　４）　ＤＧ　Ｂに多大な影響を与えた西ドイツ国家独占資本主義の矛盾の展開及び国独資の政策転

　　　換については，次の論文を参照。ＩＭＳＦ－ＡｕｔｏｒｅｎｇｒｕｐＰｅ，Ｗ１ｄｅｒｓｐｒｕｃｈｅ　ｕｎｄ　Ｋｒ１ｓｅ　ｄｅｓ

　　　 ｓｔａａｔｓｍｏｎｏｐｏ１１ｓｔ１ｓｃｈｅｎ　Ｋａｐ１ｔａ１１ｓｍｕｓ，１ｎ　Ｍａｒｘ１ｓｔ１ｓｃｈｅ　Ｂ１ａｔｔｅｒ，４／１９８１，Ｓ１７－３４（大

　　　月書店より翻訳近刊予定）

　　５）　こうした立場からレミソスキーが行たった理論活動のうち，本稿が特に参考とした業績は

　　　以下のものである 。

　　　　Ｇ．Ｌｅｍｉｎｓｋｙ

　　　　◎　Ｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔｓｒｅｆｏｒｍ　ｕｎｄ　ｇｅｓｅｕｓｃｈａｆｔ１１ｃｈｅｒ　Ｗａｎｄｅ１，ｍ　Ｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔ１１ｃｈｅ　Ｍｏ一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７６）



　　　　　　　　　　ＤＧＢ８１年基本綱領と西ドイツ労働組合運動（上）（布川）　　　　　　 ユ４１

　ｎａｔｓｈｅｆｔｅ（ｉｍ　ｆｏ１ｇｅｎｄｅｎ：ＧｅＭｌｏ），４／１９７１，Ｓ．１９４－２０１

　　　　　Ｄｉｅ　Ａｕｆｇａｂｅ　ｄｅｒ 池ｅｒｂｅｔｒｉｅｂ１ｉｃｈｅ１〉［ｉｔｂｅｓｔｉｍｍｕｎｇ ，ｉｎ： ＧｅＭｏ，１０／１９７１，Ｓ．６０２－

　６１１

　　　　　Ｐｅｒｓｐｅｋｔｉｖｅｎ　ｄｅｒ　ｌＭｉｔｂｅｓｔｉｍｍｕｎｇ，ｉｎ： ＧｅＭｏ，ユｏ／１９７３，Ｓ・６０１－６０３

　　　　　Ｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔｅｎ　ｕｎｄ　Ｐｌａｎｎｕｎｇ，ｉｎ： ＧｅＭｌｏ，１２／１９７３，Ｓ．７５８＿７６６

　　　＠Ａｎｓａｔｚｐｕｎｋｔｅ　ｆｕｒ　ｅｉｎｅ　Ｉｎｖｅｓｔｉｏｎｓ１ｅｎｋｕｎｇ，ｉｎ：ＷＳＩ－Ｍｉｔｔｅｉ１ｕｎｇｅｎ（ｉｍ　ｆｏ１ｇｅｎｄｅｎ：

　ＷアＳＩ＿Ｍ） ，　８／１９７４，　Ｓ．２８６＿２９！

　　　　　 Ｄｉｅ　Ｐｒｏｇｒａｍｍａｔｉｋ　ｄｅｒ　Ｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔｅｎ－Ｅｉｎｆｕｈｒｅｎｄｅ 亡ｂｅｒ１ｅｇｕｎｇｅｎ，ｉｎ： Ｇ． Ｌｅ －

　ｍｉｎｓｋｙ／Ｂ．ｏｔｔｏ
，ａ．ａ

・ｏ
。，

ｓ・ １７－４２

　　　¢　 Ｓｃｈｗｅｒｐｕｎｋｔｅ　ｅｉｎｅｒ　ａｒｂｅｉｔｓｏｒｉｅｎｔｉｅｒｔｅｎ　Ｂｅｓｃｈａｆｔｉｇｕｎｇｓｐｏ１ｉｔｉｋ，ｉｎ：ＷＳトＭ，２／

　１９７５ ，　Ｓ．５４＿６３

　　　＠　 Ｇｒｕｎｄｆｒａｇｅｎ　ｕｂｅｒｂｅｔｒｉｅｂｌｉｃｈｅｒ　Ｍｉｔｂｅｓｔｉｍｍｕｎｇ，ｉｎ：ＧｅＭｏ，１１／１９７７，ＳＳ．７１６－７２５

　　　＠　 Ｄｅｍｏｋｒａｔｉｓｉｅｒｕｎｇ　ｕｎｄ　Ｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔｅｎ，ｉｎ：Ｈ．Ｏ．Ｖｅｔｔｅｒ（Ｈｒｓｇ
．），Ｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔ－

　１ｉｃｈｅ　Ｐｏ１ｉｔｉｋ，Ｒｅｆｏｒｍ　ａｕｓ　Ｓｏ１ｉｄａｒｉｔ註ｔ，Ｂｕｎｄ＿Ｖｅｒ１ａｇ，Ｋ６１ｎ１９７７，Ｓ．２１９＿２３９

　　　＠　 Ｄａｓ　Ｇｒｕｎｄｓａｔｚｐｒｏｇｒａｍｍ１ｎ　ｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔ１１ｃｈｅｎ　Ｄ１ｓｋｕｓｓ１ｏｎｐｒｏｚｅＢ１ １ｎ　ＧｅＭｏ１３／

　１９８０，　Ｓ．２０１＿２０９

　　　◎　亡ｂｅｒｂｅｔｒｉｅｂ１ｉｃｈｅ　Ｍｉｔｂｅｓｔｉｍｍｕｎｇ，ｉｎ：ｗｓＩ－Ｍ１ ５／１９８０・Ｓ・２４５－２５３

　　　＠　Ｗａｎｄｅｌ　ｇｅｗｅ１ｋｓｃｈａｆｔ１ｉｃｈｅｒ　Ｓｔｒａｔｅｇｉｅｎ　ｎａｃｈ　ｄｅｍ２．Ｗｅ１ｔｋｒｉｅｇ－Ｚｗｉｓｃｈｅｎ　ｉｎｓｔｉｔｕ－

　ｔｉｏｎｅ１１ｅｒ　Ｏｒｉｅｎｔｉｅｒｕｎｇ　ｕｎｄ　Ｂｅｓｉｎｎｕｎｇ　ａｕｆ　ｄｉｅ　ｅｉｇｎｅ　Ｋｒａｆｔ，ｉｎ： ＧｅＭｏ，２／１９８！，Ｓ．８６＿

　９２

　　　＠　４　ＡｕＢｅｒｏｒｄｅｎｔ１１ｃｈｅｒ　ＫｏｎｇｒｅＢ　ｄｅｓ　ＤＧＢ＿Ｎｅｕｅｓ　Ｇ
ｒｕｎｄｓａｔｚｐｒｏｇｒａｍｍ１９８１，１ｎ

　ＧｅＭｏ，５／１９８１，Ｓ．２９２＿２９６

　　　翻訳されたものとしては，（前島訳）ｒ豊かな杜会における労働組合の将来」『月干日 ・労働

　間題』１９７３年３月，４月，５月号，がある 。

　　　（以下，引用に際しては，Ｇ・Ｌｅｍｉｎｓｋｙ，○，等と略す）

６）　Ｇ．Ｌｅｍｉｎｓｋｙ，＠，Ｓ・３７

７）　Ｅｂｅｎｄａ，Ｓ・３８

８）１９６８／６９年の「利潤爆発」にもかかわらず労働者の賃上げ幅が拡大しなかったことに反発

　　し
，６９年９月上句，ドノレトムソトの鉄鋼所を皮切りに組合非公認の「自発的ストライキ

　（ｓＰｏｎｔａｎｅｒ　Ｓｔｒｅｉｋ）」（山猫
スト）が巻き起こり，金属産業全体へ拡大し，さらに炭鉱業等へ

　も飛び火した。各組合は急斑これを組合活動として追認した。これへの参加者は１４万人をこ

　えた。参照、， 島崎晴哉ｒ１９６９年９月闘争と共同決定」，堀江編ｒ現代の労働組合運動』第１

　巻，大月書店，１９７１，所収 。

９）フェッ ターＤＧ　Ｂ会長は，以下の論文及び発言においてこの方向性を強調している 。

　　　Ｈｅｉｎｚ　Ｏｓｋｅｒ　Ｖｅｔｔｅｒ
，

　　　◎　 Ｄ１ｅ　Ｂｅｄｅｕｔｕｎｇ　ｄｅｓ　ＤＧＢ＿Ｇｒｕｎｄｓａｔｚｐｒｏｇｒａｍｍ　ｆｕｒ　ｄ１ｅ　Ｐｏ１１ｔ１ｋ　ｄｅｒ　ｄｅｕｔｓｃｈｅｎ

　Ｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔｓｂｅｗｅｇｕｎｇ，ｉｎ： ＧｅＭｏ，６／１９７０，Ｓ．３３０－３４０

　　　◎　 Ｇｒｕｎｄｓａｔｚｒｅｆｅｒａｔ　ａｕｆ　ｄｅｍ３　ａｕＢｅｒｏｒｄｅｎｔ１１ｃｈｅ　ＤＧＢ＿ＢｕｎｄｅｓｋｏｎｇｒｅＢ， １ｎ　Ｐｒｏｔｏｋｏ１１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７７）
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　　　ｄｅｓ３．ａｏ．Ｂｕｎｄｅｓｋｏｎｇｒｅｓｓｅｓ　ｄｅｓ　ＤＧＢ　ａｍ１４ｕｎｄ１５．Ｍａｉ１９７１，Ｓ．１５丘
．

　　　　ゆ　Ｆｕｒ　ｅｍ　ｎｅｕｅｓ　Ｇｒｍｄｓａｔｚｐｒｏｇｒａｍｍ　ｄｅｓ　ＤＧＢ，ｍ　ＧｅＭｏ，４／１９７４，Ｓ１９４任

　　　　＠　ｖｏｒｗｏｒｔ，ｉｎ： Ｇ． Ｌｅｍｉｎｓｋｙ／Ｂ．ｏｔｔｏ，ａ　ａ．Ｏ ．， １９７４，Ｓ．５且

　　　　＠　Ｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔｓｐｏ１１ｔ１ｋ　ｍ　ｓｃｈｗ１ｅｒ１ｇｅｒ　ｚｅ１ｔ
，１ｎ　ＧｅＭｏ，４／１９７５，Ｓ２０１－２０８

　　　　＠　Ｍ１ｔ　ｄｅｍ　Ｒｕｃｋｅｎ　ｚｕｒ　Ｗａｎｄ？ｍ　ＧｅＭｏ，４／１９７８，Ｓ１９３－２０２

　　　　¢　Ｇｒｕｎｄｓａｔｚｒｅｆｅｒａｔ　ａｕｆ　ｄｅｍ１１，ｏｒｄｅｎｔ１１ｃｈｅｎ　ＤＧＢ＿ＢｕｎｄｅｓｋｏｎｇｒｅＢ， Ｈａｍｂｕｒｇ，Ｍａ１

　　　１９７８；ｚｉｔｉｅｒｔ　ｎａｃｈ　Ｐｒｏｔｏｋｏｌ１ｖｏｍ２４，Ｍａｉ，１９７８

　　　　（以下，引用に際しては，Ｈ・Ｏ・Ｖｅｔｔｅｒ，◎，等とする）

　　　　これらのうち◎を例にとるなら，そこでフェッ ター会長は，６９年のＤＧ　Ｂ第８大会（ミュ

　　　ソヘソ）において噴出したｒ労働組合は機能を喪失してしまった」との意見を批判し，次の

　　　ようにＤＧ　Ｂの新たな運動路線を提起している 。

　　　　「我々の言う杜会的法治国家，自由な民主的秩序とは，ｒ現状』を肯定したものではたく
，

　　　欠陥を抱えた資本主義体制に労働者を統合することでもない。それは，好ましい杜会の実現

　　　を要求することである。……労働組合運動は，物質的利益を獲得するためのプラグマティッ

　　　クな政策だけでなく ，杜会構造や杜会過程に進歩的な影響を与えることを課題としている 。

　　　　…労働組合が彩成任務を持つのは自明のことである 。…… しかもこの大会において共同決

　　　定要求が強調され，それと結合して経済と杜会を民主化する要求を認めたことにより，すで

　　　に一つの方向性が示された。」Ｈ．Ｏ．Ｖｅｔｔｅｒ，◎，Ｓ．３３５ ．

　１０）　Ｈ・Ｏ・Ｖｅｔｔｅｒ，＠，Ｓ．５

　１１）　 Ｆ． デッペは，このｒ彩成任務」を次のように定義している。「移成任務とは，労働者の杜

　　会的政治的権利を拡大すること，民主的改良政策を実現すること，つまり，労働者による共

　　　同決定を拡大し，経済と杜会を民主的に改革することである 。」Ｆ．ＤｅｐＰｅ，＠，Ｓ．７ ．

　１２）Ｇ．レミソスキーは，こうした路線に対する右派からの批判に答え，次のように新たな路

　　線を根拠づげている 。

　　　　ｒ労働組合のｒ政治化』を狂気のさただときめつげることはできたい。労働組合がｒ政治

　　化』するのは，個六人の生存が個人では解決できたい要因に一層依存せざるをえたくたって

　　　きており，かつ，伝統的労働者党に頼れなくなってきているという構造的原因を有する 。」

　　Ｇ　Ｌｅｍ１ｎｓｋｙ，◎，Ｓ４０丘

　１３）　Ｙｇ１　Ｈ　Ｏ　Ｖｅｔｔｅｒ（Ｈｒｓｇ），Ｈｕｍａｎ１ｓ１ｅｒｕｎｇ　ｄｅｒ　Ａｒｂｅ１ｔ　ａ１ｓ　ｇｅｓｅ１ｌｓｃｈａｆｔ１１ｃｈｅ　ｕｎｄ

　　 ｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔ１１ｃｈｅ　Ａｕｆｇａｂｅ，Ｆｒａｎｋｆｕｒｔ／Ｍａ１ｎ－Ｋｏ１ｎ，１９７４　Ｂ１ｌｄｕｎｇｓｐｏ１１ｔ１ｓｃｈｅｎ　Ｖｏｒｓｔｅ１ｕｎｇ

　　ｄｅｓ　ＤＧＢ・ｉｎ：Ｇ・Ｌｅｍｉｎｓｋｙ／Ｂ・ｏｔｔｏ，ａ・乱ｏ ．，

ｓ・ ８４血　Ｕｒｓｕ１ａ　ｓｃｈｕｍｍ－Ｇａｒ１ｉｎｇ，ｖｅｒ－

　　 ｗａｌｔｕｎｇｓｒｅｆｏｒｍ　ｕｎｄ　Ｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔｓｓｔｒａｔｅｇ１ｅ，１ｎ　ＧｅＭｏ，６／１９７２，Ｓ３６９－３７５

　１４）　Ｖｇｌ　Ｇ　Ｌｅｍｍｓｋｙ，＠，Ｓ３５－３７

　１５）　ｒ労働者と労働組合は，共同決定により資本の支配権を破壊し，……労働者の利害を貫徹

　　さ昔ることをめざしている 。

　　　従来，共同決定は様々に根斑づげられてきたが，それらの多くは残念ながら誤まっ てい

　　る。な笹なら，杜会バートナーイデオ 回ギーにもとづき，資本主義経済の矛盾及び利害対立

　　を平和なバートナー関係に解消し，望むと望まざるとにかかわらず労働者と労働組合の立場

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７８）



　　　　　　　ＤＧＢ８１年基本綱領と西ドイツ労働組合運動（上）（布川）　　　　　　
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　を固定させ，制限しているからである。……現在パートナーシャフトを論じている人は一

　意識的ではないとしても一支配層のために働いている 。

　　そうではなく ，むしろ共同決定は権力（Ｍａｃｈｔ）の問題である。たとえぱ，監査役会の労

　使同数構成を要求するのは，権カヘの関与を望んでのことである。……我々は生産と投資の

　決定に強い影響力を持つために，共同決定を望んでいる 。」ＤＧＢ（Ｈｒｓｇ
・）・Ｍｉｔｂｅｓｔｉｍｍｕｎｇ

　］ｅｔｚｔ－ｕｎｄ　ｋｅ１ｎｅ　ｈａ１ｂｅｎ　Ｓａｃｈｅｎ　Ｒｅｆｅｒｅｎｔｅｎｍａｔｅｒ１ａ１ｚｕｒ　Ｍ １ｔｂｅｓｔ１ｍｍｕｎｇ，２　Ａｕ且ａｇｅ ，

　Ｄｕｓｓｅ１ｄｏ１ｆ１９７４，Ｓ．１血

１６）　「労働組合は，国家を次のように把握している。すなわち，一方で，国家は私的資本主義

　を安定させるが，他方，国家は労働組合のように，解放のための杜会改革的措置を導入す

　る 。」Ｇ．Ｌｅｍｉｎｓｋｙ，　，Ｓ
・７５８

　　　「国家には，それが支配的ではないが，形成任務がある。国家は，独占資本主義体制の二

　一ジ ェソトであるだけでなく ，積極的かつダイナミックに民主的発展のための前提条件を前

　進させ，構造改革を行なう 。」Ｇ　Ｌｅｍ１ｎｓｋｙ，＠，Ｓ２４任

１７）　こうしたＳ　ＰＤ政府によるｒ計画化」 ・「総体的誘導政策」については，野尻武敏「西独経

　済政策の新展開　ｒ経済安定成長促進法』の成立一」ｒ国民経済雑誌』１９６９年２月，坂

　野光俊「西トイソの財政」ｒ現代財政学体系４　現代国際財政論』有斐閣，１９７３年所収，等

　参照。この政策と密接に関連Ｌたｒ協調行動」に関しては，ＩＭＳＦ
・Ｔａｒｉｆａｕｔｏｎｏｍｉｅ　ｕｎｄ

　“Ｋｏｎｚｅｒｔｉｅｒｔｅ　Ａｋｔｉｏｎ ”， ｉｎ：ＩＭＳＦ－Ｂｅｉｔｒａｇ，４．１９７６，Ｓ．２６７－２７０，参照 。

　　労働組合が抱えたジレソマについて，Ｊ ．フーフシュミットは，ｒ１９６７年の安定成長促進法

　が実現するとしたｒ魔法の四角形』は，『協調行動』によってすべての目標が達成されない

　場合，労働組合が，労働老，職員の利益を，資本の利割こ従属させる態度をとることを前提

　している」と述べている 。Ｖｇ１．Ｊ６ｒｇ　Ｈｕ任ｓｃｈｍｉｄ，Ｄｉｅ　ｗｉｒｔｓｃｈａｆｔｓｐｏ１ｉｔｉｓｃｈｅ　Ｋｏｎｚｅｐｔｉｏｎ ，

　ｉｎ： Ｇ． Ａｍｄｔ／Ｆ．Ｄｅｐｐｅ　ｕ．ａ。（Ｈｒｓｇ
一）

，ａ．ａ
．Ｏ

。，

Ｓ． ９０＿１０２

１　「経営をこえる共同決定」による杜会改革

　　　　Ｄ　Ｇ　Ｂ杜会改革構想の特徴づけ

　１　「経営をこえる共同決定」一Ｄ　Ｇ　Ｂ７１年案の検討を中心に一

　Ｄ　Ｇ　Ｂがそのｒ移成任務」を達成する上で，共同決定要求を軸としているのはすでに

見た通りである（第１図参照）。 ここでｒ経営をこえる共同決定」とは・レミソスキーの

　　　　　　１）
観定によれぱ，国家（議会及び行政）と，法的権限を有する会議所（Ｋａｍｍｅｒｎ）に代表さ

れる経営者団体とを対象に，労働者の共同決定権の確立を要求したものであり ・「国民

経済的共同決定（９ｅｓａｍｔｗ・ｒｔｓ・ｈａｆｔ１・ｃｈｅ　Ｍ・ｔｂｅｓｔ・ｍｍｕｎｇ）」とも称され・政治的民主主義の

徹底を通じ経済の民主的改革を図るＤ　Ｇ　Ｂの運動にとっ てかなめとなる要求であ った ・

ここでいうｒ共同決定」とは，情報（Ｉｎｆｏｍａｔ・ｏｎ）権，調整（Ｋｏｏｒｄ・ｎａｔ・ｏｎ）権，審議

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７９）



１４４

国家 ・地方自治体

連邦議会
州　議　会
市町村議会

　　立命館経済学（第３４巻 ・第５号）

第１図　Ｄ　ＧＢの杜会改革構想モデル

連邦経済 ・社△委員△
州　経済 ・社△委員△
地域経済 ・社△委員△

〔経営をこえる共同決定〕

経営者団体

（企業）

財産形成

労働組合
協同企業

／所有〕

取　締　役　会
労務
担当

監査役会

事業所従業員会
組　合　員

‘企業レベル、

Ｋ共同決定ノ

〔事業所共同決定〕

労

働

組

合

（出所）Ｈｏｒｓｔ－Ｕｄｏ　Ｎｉｅｄｅｎｈｏｆｆ，Ｗｉｒｔｓｃｈａｆｔｓｄｅｍｏｋｒａｔｉｅ　ｏｄｅｒ　Ｕｎｔｅｍｅｈｍｅｒｗｉ１１ｋむｒ？
，

　　Ｋ６１ｎ１９７８，Ｓ ．４６，を参考に作成 。

（Ｂｅｒａｔｕｎｇ）権等の広義の参加権を含んでいる 。Ｄ　Ｇ　Ｂがどのような背景と意図のもと
，

この「経営をこえる共同決定」において，いかなる権利と制度を要求し，どのように杜

会改革を達成しようとしたのかを，１９７１年３月にＤ　Ｇ　Ｂが提起したｒ国民経済におげる

共同決定案（Ｍ・ｔｂ・ｓｔｍｍｕｎｇ・ｍ　ｇ・・ａｍｔｗ・・ｔｓ．ｈ・ｆｔ１、。ｈ．ｎ　Ｂ。。。。。ｈ＿Ｖ。。。ｂ。。ｈ、。ｄ．ｔ。。ｎ．ｔ，ｍｍ．ｇ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）ｖｏｍ　Ｂｍｄｅｓａｕｓｓ・ｈｕＢ　ｄｅｓ　ＤＧＢ　ａｍ３・１Ｍ身・・１９７１・）」（以下ＤＧＢ７１年案と略）をもとに検討し

よう 。

　このＤＧ　Ｂ７１年案は，前年の７０年にＣ　ＤＵが西ドイツ型「所得政策」を支えるｒ協調

行動」を補完する目的で国民経済領域の労資協調的共同決定機関の設立を提起したこと

に対し，ｒ協調行動」に不満を持つ労働組合の立場から，「経営をこえる共同決定」機関

たるｒ経済 ・杜会委員会（Ｗ・ｒｔｓ・ｈａｆｔｓ－ｓｏ・・ａ１ｒａｔ）」の権限 ・組織構成を詳細に提起したも

のである。以後これが，ＤＧ　Ｂによるｒ経営をこえる共同決定」要求の制度モデルとな

った 。

　その内容に立入る前にまず，Ｄ　Ｇ　Ｂ７１年案がｒ協調行動」に対する反発と批判をもと

に提起されたことに注目しておかねばならない。ｒ協調行動」は，ｒ経済専門家委員会

（Ｓ　ＶＲ）」が年次答申でイソフレーシ ョソの原因を賃金間題に解消する姿勢を次第に強

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８０）



　　　　　　　　ＤＧＢ８ユ年基本綱領と西ドイツ労働組合運動（上）（布川）　　　　　　１４５

めるにつれて，賃金抑制政策的性格が鮮明なものとなってきた。こうしたなかで労働組

合は，「協調行動」が協約自治を侵害し，賃金引き上げ抑圧の方向へ進んでいるとの批

判を強めた。ついに７１年１０月には，印刷産業労働組合（ＩＧ　Ｄｒｕｃｋ）が産業別労働組合の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
公式決議として始めてｒ協調行動」拒絶を決議するに至った。また，「協調行動」に対

する批判は，行政参加のあり方ともかかわって生じてきた。すなわち，ｒ協調行動」は

行政への部分的関与と引き換えにｒ労働組合へ実質的権限を与えることなしに，労働組

合に責任を負わすことだけを目的としたもの」であり ，ｒ労働組合にｒ割の合わないパ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
一トナー化』を求めるもの」との批判がそれである。こうした批判の高まりを背景に ，

「協調行動」型の行政参加ではなく ，労働組合の白主性を保障しつつ国家への実効的関

与を獲得する権利 ・制度要求として，Ｄ　Ｇ　Ｂ７１年案が提出されたのである。こうした経

緯は，ＤＧＢ７１年案冒頭において，ｒ協調行動」を基礎づけた経済安定成長促進法や中

期財政計画の実施により「経済政策が一層合理化された」ことが背景とされ，労働組合

が国家の政策決定へ実効的に関与する要求，すたわち「国民経済の共同決定要求が，新

　　　　　　　　　　　５）
たた現実性と緊急性を得た」と述べられていることに端的に示されている 。

　次にＤ　Ｇ　Ｂ７１年案の内容を見ておこう 。Ｄ　Ｇ　Ｂ７１年案は，まずｒ労働者の利害を事前

　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
的・ 計画的経済政策の構成要素とさせる」ことを目標に掲げ，その上で既存の諮問機関

の解散と経営者団体の法的特権の解体，及びそれらの機能を「経済 ・杜会委員会」へ移

転することを要求するなど，資本家団体の経済政策への介入を規制する措置を提言して

いる。これらの措置に加え，労働組合が経済政策の立案過程とその遂行過程に実効的た

関与をなしうるための要求も提案している。その際，議会の権限を尊重し，かつ行政責

任をあいまいにさせたい点を重視して，ｒ憲法体系の枠内では，行政と議会の一般的責

任と隣接するところに権限の限界を置かねぱならず，…… 直接的共同決定義務，共同決

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
定責任をｒ経済 ・杜会委員会』に課すことはでき淀い」という原則を打ち出している点

に注意する必要がある。かかる原則に立ち，Ｄ　Ｇ　Ｂ７１年案の共同決定要求は，共同責任

を伴たう狭義の共同決定権を要求するのではなく ，労働老の労働と生活に多大な影響を

与えるｒ構造政策」，教育政策などの諸立法の審議段階において，労働者の見解や異議

が「適時に公的にかつ包括的に」表明できるよう，情報権，参与権，聴取（Ａ
ｎｈ６ｒｕｎｇ）

権， 協議（Ｋｏｎｓｕｌｔａｔｉｏｎ）権という参加権と，ヒアリソグ制度の拡充を要求した 。

　これらの権利を保障させ，ｒ政治的民主主義の発展に貢献する」には，制度的裏つげ

が必要である 。Ｄ　Ｇ　Ｂ７１年案はこの点をふまえ，連邦 ・州 ・地域の三重構造からなる

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８１）
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第２図　「経済 ・杜会委員会」の組織構成

（連邦レベル）ウ 労働組合
連邦経済・社△委員会

〆Ｂｕｎｄｅｓｗｉｒｔｓｃｈａｆｔｓ
一

＼Ｓｏｚｉａ１ｒａｔ

使用者団体

　　　　　連邦委員長
総会（Ｖｏｌｌｖｅｒｓａｍｍｌｕｎｇ）（１２０－１６０名）

幹事会（Ｐｒ；ｓｉｄｉｕｍ）　　（６名）

事務局（Ｓｔａｎｄｉｇｅｓ　Ｂ－ ｒｏ）

委員△（Ａｕｓｓｃｈこｓｓｅ）

（州レベル） ウ 労働組合
州経済 ・社会委員会

（と１燃「ｔｓｃｈａｆｔｓ）
使用者団体

　　　　　委員早
総会（Ｖｇリｖｇ［ｓａｍｍｌｕｎｇ）（４０～１ＯＯ名）

幹事△　（Ｐ ｒａｓＩｄ１ｕｍ）

事務局　（Ｓｔ三ｎｄｉｇ？ｓ　Ｂ－ ｒｏ）

委員△（Ａｕｓｓｃｈｕｓｓｅ）

（地域レベル）ウ 労働組合
地域経済社△委員会

（§瓢１篶ｗｉ「ｔｓｃｈａｆｔｓ

）
使用者団体

総会（Ｖｏ’’ｒｇｒｇａｍｍｌｕｎｇ）（約２０名）

草牟事△（Ｐ ｒａｓ１ｄｌｕｍ）

事務局（Ｓ直ｎｄｉｇｅｓ　Ｂこ
ｒｏ）

委員会（Ａｕｓｓｃｈ－ｓｓｅ）

（出所）Ｈｏｒｓｔ－Ｕｄｏ　Ｎ１ｅｄｅｏｈｏｆｆ，Ｎｏｃｈ　ｍｅｈｒ　Ｍａｃｈｔ　ｄｅｍ　ＤＧＢ？，Ｄｅｕｔｓｃｈｅｒ　Ｉｎｓｔｉｔｕｔｓ－

　　Ｖｅｒ１ａ９．１９８１，Ｓ．７６を参考に作製 。

「経済 ・杜会委員会」の立法にもとづく設立を要求している。各 レベルのｒ経済 ・杜会

委員会」の組織構成は図の通りである（第２図）。

　なお，委員の選出方法としては，労働者側，経営者側とも，組合員数，従業員総数に

応じて委員を各中央団体に配分し，各中央団体が，部門問の均衡を配慮しつつさらに各

産業部門ごとに委員を選出するという方法を提案している 。

　以上カミｒ経営をこえる共同決定」に法的基礎をもたせるためにＤＧＢが提起した構想

の概要であるが，では，ＤＧＢは，こうしたｒ経営をこえる共同決定」の権利と制度の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８２）



　　　　　　　　ＤＧＢ８１年基本綱領と西ドイツ労働組合運動（上）（布川）

獲得を通じて，いかなる杜会改革を達成しようとしたのであろう 。

ユ４７

　２　「経営をこえる共同決定」と労働組合の資本 ・国家 ・政党からの自立

　　ｒ経営をこえる共同決定」は，三つの側面から，ｒ意志彬成及び決定の原理としての

民主主義」を経済と杜会のあらゆる分野に押し広げ，ｒ生活移態としての民主主義（Ｄ←

　　　　　　　　　　　　　　　　　８）ｍｏｋｒａｔｉｅ　ａ１ｓ　Ｌｅｂｅｎｓｆｏｒｍ）」の実現をめざす。以下，その三つの側面の具体的内容を明ら

カ・７こしよう
◎

　まず第一に，事業所及び企業内の共同決定を直接に保護，保障し，資本蓄積活動に対

する規制を強める 。巨大企業の意志決定機構は，「構造変動」のなかで大銀行や経営者団

体との絡み合いを強め，分杜化たど企業問の新たな協同彩態の発生や，多国籍企業化の

進展によっ て錯綜してきた。これによっ て大企業内の従来の企業内共同決定は実質的に

形薇化させられていた。また中小企業においては，労働組合代表の監査役会参加は制度

化されておらず，事業所従業員会活動も不充分なのが実態であ った。Ｄ　Ｇ　Ｂは，こうし

た事態に対し，「経営をこえる領域」に新たな共同決定機関を設げ，巨大企業におげる

事業所，企業 レヘルの共同決定を直接保障するとともに，地域全体を包括することによ

って中小企業に労働者保護のための法的規制を遵守させ，企業の人事計画 ・「退職計画」

に強い影響力をおよぼすことをめざした。つまり ，Ｄ　Ｇ　Ｂは，「経営をこえる共同決定」

によりあらゆる規模の企業におげる企業内共同決定権を強化し，資本蓄積活動への実効

的規制力を高めようとした 。

　こうした事業所 ・企業 レベルの共同決定権の強化とは，Ｄ　Ｇ　Ｂが杜会改革の重点目標

とするｒ労働の人問化」の推進に他ならない。Ｄ　Ｇ　Ｂがめざすｒ労働の人問化」とは ，

「合理化」の進展に対して金銭的補償を求めるのではなく ，金銭で補なうことのできな

い抜本的改革として労働評価，労働環境，労働組織，事業所内教育 ・人事計画等に関す

る労働者の共同決定権の確立を要求したものであり ，これによっ て職場における労働者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
の保護と労働を通じた自己形成の達成をめざしている。ｒ経営をこえる共同決定」は ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
「経営をこえる領域から労働組合の保護 ・形成可能性を媒介し」，労働者の学習能力 ，

杜会的政治的判断力，杜会的接触，肉体的負担の軽減などｒ労働の人問化」に関する必

要最低基準を企業に遵守させ，労働者の杜会的政治的能力も含めた自己彩成の実現に大

きく貢献するものと期待された 。

　第二に，ｒ経営をこえる共同決定」は，経営者団体の持つ職業教育上の法的特権を解

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８３）
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体させ，その権限をｒ経済 ・杜会委員会」に移譲し，それにより ，職業教育及び一般教

育全体の運営の改善と教育内容の充実及ぴ現代化を図る。このように職業教育のあり方

が労資の大きな争点とたる背景には，ｒ構造変動」下に労働力の流動化が強制され，か

つオートメーショソ化による熟練の解体が進むもとで，職業教育に関する特権が商工会

議所，手工業会議所に与えられたままにた っており ，経営者団体が職業教育はもとより

教育政策全般を統轄してきたという西ドイツ固有の事情がある 。Ｄ　Ｇ　Ｂは，労働力の流

動化とｒ合理化」が強制されるのに対し，ｒ労働力の持つ潜在的能力の価値を完全に認

めた雇用」を実現させるという原則を対置し，それにはｒ出発点の平等」とｒ生涯教
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
育」を保障する教育制度全般の改革が杜会改革上の重要課題であるとした。ｒ労資同数

の機関を設立し，会議所の特権を解体し，職業教育上のアナクロニ ズムを除くことは ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
労働生活における自由と自已彩成を保障する」ことに貢献する 。

　第三に，「経営をこえる共同決定」は，経営者団体の持つ地域政策と産業政策に対す

る排他的支配権を打破し，その権限をｒ経済 ・杜会委員会」に移す。それによっ て同時

に行政 ・官僚機構の改革を押し進める 。Ｄ　ＧＢは，充分なｒ職場の供給」，交通 ・保健

制度の確立，失業 ・労働災害 ・健康保障，高齢者保障など，労働者を保護しその自已彩

成を支えるに充分た杜会的基盤（Ｉｎｆ・ａｓｔｒｕｋｔｕ・）の構築たしには，ｒ構造変動」そのもの

を認めないという立場を強め，連邦，州，自治体の各 レベルの産業政策，地域開発政策

　　　　　　　　　１３）
の転換を追求してきた。国民経済 レベルの共同決定はもとより ，特にｒ地域経済 ・杜会

委員会」の設立による地域 レベルの共同決定は，それを実現するたら，こうした諸政策

を資本の排他的支配のもとから解放する。さらに，補助金や工場配置などｒ構造政策」

上の措置を活用して，私的企業の投資活動を労働者の保護と自已形成を保障する方向へ

ｒ上から」誘導することを可能にし，かつ，ｒ生活の質」を揚定する地域開発政策にお

いて，杜会基盤建設を私的資本の利潤追求のためではなく ，環境保護や交通 ・保健体系

の充実へ向げることを可能にする。かくして，ｒ経営をこえる共同決定」は，この第三

の側面において，ｒ経済政策の一層の合理化が進み」行政の官僚主義的中央集権化が進

展するのに反対し，資本の特権の解体を通じてそれと絡み合った行政機構の改革に貢

献する。ｒ経営をこえる共同決定」によっ て， 労働者は，地域 ・自治体というｒ基底

（Ｂａｓ・ｓ）」において，経済計画を修正する可能性を獲得することになる。ここに地方自治

の拡充にもとづくｒ新しい自由な計画化」の土台が彩づくられ，労働者，国民の「自主

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
的決定能力」の発展が促されることが期待された 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８４）
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　以上の三つの側面から，「経営をこえる共同決定」は，全体として政治的民主主義を

拡充し，経済の民主的改革を推進し，杜会基盤の充実と，私的所有にもとづく資本の決

定権の規制を可能とし，それによっ て労働者の保護と自己形成を保障することをめざし

ている。ここでそれぞれの側面において共通する重要な特徴は，地域 レベルの共同決定

の果すへき役割が強調されていることである。この点は，ワイマール期のｒ経済民主主

義」の挫折の総括にもとづき，Ｄ　Ｇ　Ｂが何よりもｒ下から」の運動の保障を重視してい

ることを示す重要な点である。レミソスキーによれぱ，ワイマール「経済民主主義」が

挫折した大きな要因は，当時，経営 レベルの共同決定を軽視した上で，国民経済 レベノレ

（ｒ暫定経済レーテ」）と経営 レベル（ｒ経済評議会」）が，つまり共同決定のｒ最上部と最下

部」だけが設立され，それらを媒介する機関が実現されなかったことにある。それゆえ

共同決定の成果がｒ下から」の運動の発展に貢献せず，ｒ協約政策と，国家の上で進行
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
中の杜会改良政策が分離されてしまっ た」のであ った。７０年代のｒ経営をこえる共同決

定」要求は，この総括をもとに，「共同決定機関が，労働組合の資本主義体制へのｒ統

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
合』をもたらすかどうかは，制度の構成にかかっている」との立場にたち，共同決定の

ｒ最上部と最下部」を媒介する地域 レベルの共同決定の役割を鮮明にしてきたのであ

る。 労働組合は，地域 レヘルの共同決定の実現により ，産業別協約交渉と企業内父渉で

獲得した労働条件と，地方自治体，地域 レベルで決定される杜会基盤とを総合的に把握

することが始めて可能となり，各 レベルの共同決定の成果をもとに雇用問題，ｒ労働の

質」，教育訓練に関わる要求を軸としたｒ下から」の労働協約闘争を発展させる手がか

りを獲得できる 。

　以上の検討より ，Ｄ　Ｇ　Ｂのｒ経営をこえる共同決定」要求は，労働組合の自主性を制

限するが，行政への関与は部分的にしか保障したい「協調行動」と性格を大きく異にし

たものであり ，労働の場におげる共同決定権の強化，私的資本活動に対するｒ上から」

の誘導，さらには教育訓練制度改革や生活関連杜会基盤の充実という課題を，包括的に

達成する積極的な杜会改革構想と見ることができる。そこでは，「体制統合」への道を

避げるため，労働組合が資本，国家からの自主性を保つべき点が留意され，ｒ下から」

の運動を発展させる様々な配慮が，その構成上なされていたとい ってよい 。

　ここで，このｒ経営をこえる共同決定」要求に示されたＤ　Ｇ　Ｂ杜会改革構想の画期的

な意義を整理しておこう 。ｒ保護任務 ・彩成任務」の統一的実現を掲げたＤ　Ｇ　Ｂは，ｒ構

造変動」下の労働力流動化と職場におげるｒ合理化」の強制に対し，金銭的補償ではな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８５）
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く， 抜本的改革を遂行させねぱ何ら前進はありえたいとの姿勢を確定してきた。その際

画期的たことは，資本の集積 ・集中，資本蓄積活動の国際的展開，それらに呼応した行

政機構の官僚主義的中央集権化が，既得の共同決定権の移倭化と国家独占資本主義によ

る情報独占の強化をもたらしていることに注目し，その問題の持つ重要性を明確に把握

していることである。かかる把握こそ，労働者の共同決定 ・参加権の確立を対置し，こ

の権利を早急に獲得することが，杜会改革をめざす労働組合運動の根源的課題であると

いう提起を可能にした。このように「意志形成及ぴ決定の原理としての民主主義」の重

要性を認識し，それを杜会と経済のあらゆる分野に押し広げるとして，国家機構の改

革， 経済の民主的改革，杜会基盤の充実を相互に関連づげたところに，Ｄ　Ｇ　Ｂ杜会改革

構想の画期的意義がある。このことが，職場と地域，労働と生活の要求を結合させ，労

働者の保護という課題と，職業能力はもとより杜会的政治的能力をも含む労働者の自己

形成という課題とを統一的に取り上げる運動論を導くことにたった 。

　　１）　ＶｇＬ　Ｇ・Ｌｅｍｉｎｓｋｙ，　，Ｓ．６０２任，＠，Ｓ．７１９血

　　　　重要な意義を与えられたｒ経営をこえる共同決定」であるが，これに関する先行研究は ，

　　　従来共同決定を論じる視野が企業 レベルに重点を置いてきたため，多いとは言えない。ただ

　　　し，ワイマール期の「経済民主主義」研究としては，服部英太郎氏の業績（同氏著ｒトイソ

　　　杜会運動史』未来杜，１９７４年，他）を始め多くの研究の蓄積があり，近年，Ｆ．ナフタリ編

　　　著ｒ経済民主主義』が翻訳されるなど研究の進展が著しい 。

　　　　本稿においては，その中で須山光一氏（ｒ西ドイソ労働組合運動と共同決定制の基本航鼠

　　　義」ｒ明星大学経済学研究紀要』１２巻，１９８０年１２月 ，他），坂井昭夫氏（「経済民主主義の諾

　　　間題」大橋 ・長砂編ｒ経済民主主義と経営参加』ミ子ルヴァ書房，１９８１年所収）両氏の業績

　　　を特に参考とした 。

　　　　しかし，こうしたワイマール研究の到達点をもとに，戦後の，とりわけ６０年代後半以降か

　　　ら現在に至るまでのｒ経営をこえる共同決定」を検討した業績はほとんどない。唯一 二神

　　　恭一氏が「経営をこえる共同決定」と題する論文を顕わしておられる（ｒ経営をこえる共同

　　　決定」同氏著ｒ西ドイツの労使関係と共同決定』目本労働協会，１９８２年，所収）が，１９５０年

　　　代から６０年代前半の二つの州の経験及ぴｒ協調行動」を取りあげたものであり ，７０年代ＤＧ

　　　Ｂの共同決定構想が全体として充分検討されているとは言えたい 。

　　　　後に見るように（第皿章，注１）参照），ｒ投資誘導」に関する研究として，「経営をこえる

　　　共同決定」にふれた業績もあるが，ＤＧ　Ｂの運動路線の基本的性椥こ絡めて検討したもので

　　　はない 。

　　　　本稿は，Ｇレミソスキーの則掲諸論文及ぴ次の文献を参考に，「経営をこえる共同決定」

　　　を検討した 。

　　　　Ｂｅｒｎｄ　Ｏｔｔｏ，Ｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔ１１ｃｈｅ　Ｋｏｎｚｅｐｔ１ｏｎｅｎ　ｕｂｅｒｂｅｔｒ１ｅｂ１１ｃｈｅｒ　Ｍ１ｔｂｅｓｔｍｍｕｎｇ
，

　　　Ｂｍｄ－Ｖｅｒ１ａｇ，Ｋｏ１ｎ１９７４　Ｋ　Ｓｔｏｌｌｒｅ１ｔｅｒ，Ｄ１ｅ　Ｕｂｅｒｂｅｔｒ１ｅｂ１１ｃｈｅ　Ｍ１ｔｂｅｓｔｍｍｕｎｇ，ｍ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８６）
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　ｄｅｒｓ，ｌＭｉｔｂｅｓｔｉｍｍｕｎｇ　ｏｄｅｒ　Ｐａｒｔｎｅｒｓｃｈａｆｔ？Ｋ６１ｎ１９７５

２）　ｉｎ： ＧｅＭｌｏ，９／１９７１，Ｓ・５６９－５７５

３）７３年になるとＳ　ＶＲ答申が経済不安定化の全責任を賃金間題に押し付げる見解を確定した

　のであるが，こうした動きを背景に，ｒ協調行動」は，それを通じて賃上げ幅がガイドライ

　ソに縛られることに問題があるとの批判だけでなく ，「そもそも自主的に組合員の利害を代

　表すべき労働組合が，組合員を裏切ることになる」との批判的意見が強まっ た。 ７３年９月に

　開催された木材 ・合成樹脂産業労働組合（ＧＨＫ）大会は，ＤＧ　Ｂに「協調行動」から抜げ

　でることを要請する決議を採択した。さらに翌７４年１０月のＩＧ　Ｄｒｕｃｋ大会では，「賃金闘争

　を国家のガイドライソの鎖につなく““協調行動”を拒否する」立場が再度確認され，同年１１

　月のＤＧ　Ｂ青年部大会もｒ協調行動」からの離脱を決議した 。
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　とであり，それは経済と杜会の権力関係の構造変革と結びついている。個々人が働き，働い

　てゆく条件を共同で作り上げる具体的可能性が重要たのである。これが，生活彬態としての
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　結としての単一的経済構造がもたらした不安定性を押し返す。労働組合は，こうして労働者

　の自主的決定可能性（Ｓｅ１ｂｓｔｂｅｓｔｉｍｍｕｎｇｓｍ６９１ｉｃｈｋｅｉｔｅｎ）をより多くつくり出しうるし，そ

　うせねぱならない。かくして労働組合は，資本の自由裁量権（Ｖｅｒｆｕｇｕｎｇｓｍａｃｈｔ）をなくし
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　れ，まだ資本の利益が支配する領域と対立Ｌており，これによってさらなる解放の原動力た

　る不均等発展が進展する 。」Ｇ・Ｌｅｍｉｎｓｋｙ，＠Ｓ
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